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１ 綾瀬市総合計画２０３０ 

綾瀬市総合計画２０３０は、本市が持続可能なまちとしてあり続けるために、令和３年度（２０２１年度）から令和１２年

度（２０３０年度）までの１０年間で目指すべきまちの姿を設定し、市政運営の基本となる方向性を定める計画です。 

今後のまちづくりや行政の課題に対する方向性を定めるため、本計画は次の基本構想と実施計画の２層で構成します。 

 

（１）基本構想 

目指すべき将来都市像や１０年後のまちに向けた理念を明らかにし、その実現に向けて、「育てる」「稼ぐ」「支える」の３つ

の基本方針を設定し、重点的、戦略的に実施する取り組みとして、１５の「戦略プロジェクト」を定めています。 

◆将来都市像        「緑と文化が薫るふれあいのまち あやせ」 

◆１０年後のまちに向けた理念「“つたえる”を大切にするまち “つながる”を生み出すまち」 

 

（２）実施計画 

戦略プロジェクトを構成する事業や、市が予算に基づいて実施する各行政分野の主たる事業を位置付けるもので、毎年度の

予算と連動しています。３年程度を見据え、社会情勢などの変化に柔軟に対応しながら、将来都市像及び１０年後のまちの姿

の実現に向けた具体的な事業を位置付けています。 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画の構成 



5 

 

２ 実施計画の構成 

（１）戦略プロジェクト別事業 

総合計画に掲げる１５の戦略プロジェクトを確実に推進するための政策的な事業のうち、主たる事業の名称を一覧で掲載し

ています。政策・施策体系別事業一覧へ掲載されている取り組みは、掲載ページを記しています。 

 

・戦略プロジェクトとは 

 「育てる」「稼ぐ」「支える」の３つの基本方針に基づき、本市において緊急性、重要性が高く、かつ重点的、戦略的に実

施する取り組みを「戦略プロジェクト」として位置付けており、次の５つの原則を基に定めています。 

 

①人口減少社会における課題解決に直結すること 

②本市の将来を見据え、１０年間で実現すべきビジョンを明確にしていること 

③優先的に取り組むべき課題に焦点を当て、実現可能性と効果が高いこと 

④市民と共に協力・連携しながら、取り組みを進めること 

⑤庁内横断的な取り組み・体制により、実現を図ること 

 

１５の戦略プロジェクトは、基本構想で示した目指すべき将来都市像を具現化するため、各プロジェクトごとに現状把握

と課題分析を行い、今後の取り組み、まちづくりの進むべき方向性、いわゆる「目指す姿」を定め、ステップ１からステッ

プ３の段階ごとに取り組みを展開し、目指す姿の実現に向けた効果的な取り組みを着実に進めていきます。 

３つの基本方針と戦略プロジェクトは、明確に区分するものではなく、相互に重なり合い、効果を発揮しながら１０年後

のまちの姿を実現に結び付けていくものです。 

 

（２）政策・施策体系別事業 

行政が担う施策を「福祉・保健」「安心・安全」「都市づくり」「産業振興」「文化・教育」「環境」「自治・行政」の７つの分

野に区分し、予算体系として整理するとともに、戦略プロジェクトを構成する事業を含む、市が予算に基づいて実施する各行

政分野の政策的な主たる事業を各政策・施策別に体系化しています。 
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３ SDGｓの取組み 

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）とは、２０１５年の国連サミットで採択された、世界の

都市に共通した普遍的目標です。 

「誰一人取り残さない」持続可能で、多様性と包摂性のある社会を実現するため、２０３０年を年限とする１７のゴール（目

標）、その下に１６９のターゲットが定められ、地方自治体も含んだ幅広い関係者の連携が重視されています。 

本市としても、国際社会の普遍的目標であるＳＤＧｓに貢献する視点に立ち、あらゆる施策・事業においてＳＤＧｓを意識

して取り組んでいく必要があることから、政策・施策体系別事業一覧において、事業ごとに特に関わりの深い１７のゴールを

紐づけています。 

ＳＤＧｓの１７のゴールは、以下のアイコンで表されます。 
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４ 戦略プロジェクト別事業 

（１）戦略プロジェクト 
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（２）戦略プロジェクト別事業一覧 

事業番号 事業状況 事業名 ページ 

育てる 1 笑顔あふれる親子が育つまちプロジェクト 

1 継続 生活困窮世帯の高校生に対する学習支援の拡充  21 

2 新規 おたふくかぜ予防接種事業 22 

3 新規 ３歳６か月児健診屈折検査事業 22 

4 継続 子ども家庭総合支援拠点事業  23 

5 継続 あやせ流つなぐ支援  23 

6 新規 養育費確保支援事業（ひとり親総合支援事業） 26 

7 拡充 非認知能力向上事業 26 

8 継続 子育て支援センター運営経費 27 

9 継続 高等職業訓練促進給付金支給事業 27 

10 継続 にこにこ・しあわせ子育て商品券の支給  27 

11 新規 保育士確保対策事業 28 

12 新規 保育士雇用環境改善事業 28 

13 継続 病児保育事業 29 

14 継続 保育士奨学金返済補助事業 29 

15 継続 待機児童の解消  29 
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事業番号 事業状況 事業名 ページ 

育てる 2 外国人市民が活躍する多文化共生のまちづくりプロジェクト 

16 新規 外国人市民ウェルカムパックの配付 73 

17 拡充 外国人市民のための一元的情報提供・相談窓口の設置 73 

18 継続 日本語等の学習支援 74 

19 継続 あやせ国際フェスティバル 74 

 

育てる 3 未来を支える地域コミュニティの仕組みづくりプロジェクト 

20 新規 地域学校協働活動推進員の配置 63 

21 拡充 あやせ大納涼祭 72 

22 継続 市民活動応援補助金（きらめき補助金） 72 

23 継続 市民活動センターあやせ 72 

24 継続 市民協働事業 72 

25 継続 自治会ホームページ作成経費に対する補助事業 72 

 

育てる 4 特色ある公園活用プロジェクト 

26 継続 公園内カフェ、キッチンカー等の誘致 46 

27 継続 光綾公園の特色を生かした魅力ある公園づくり 46 

 

育てる 5 目久尻川流域の歴史文化形成プロジェクト 

28 継続 目久尻川文化ゾーン構想の推進 65 
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事業番号 事業状況 事業名 ページ 

稼ぐ 1 道の駅から始まる綾瀬市活性化プロジェクト 

29 継続 道の駅の整備 41 

 

稼ぐ 2 あやせ工場プロジェクト 

30 拡充 中小企業強靭化推進補助金 49 

31 継続 中小企業コンサルティング事業 49 

32 継続 あやせ工場スマートナビ運営事業 49 

33 継続 若手技術者ネットワーク構築事業  49 

34 継続 あやせ工場技能継承事業（あやせ工匠塾） 49 

35 継続 綾瀬ブランド新商品開発支援事業 49 

36 継続 あやせ工業団地オープンファクトリー補助金 49 

 

稼ぐ 3 あやせ農場プロジェクト 

37 新規 農産物利活用促進事業 55 

38 継続 新規就農者の育成を支援するサポーター農家への支援  55 

39 継続 農家の労働力不足の解消を目的とした援農ボランティア養成事業 55 

40 継続 利用集積の拡大事業 56 
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事業番号 事業状況 事業名 ページ 

稼ぐ 4 「ロケのまち あやせ」ならでは観光プロジェクト 

41 継続 グルメ商品、土産品の開発支援事業 52 

42 継続 魅力ある商店や飲食店づくりへの支援事業 52 

43 新規 ＷＥＢロケハンページ構築事業  53 

44 拡充 光・食・文化の祭典～Ayase Base side Festival～   53 

45 継続 観光アドバイザー事業  54 

46 継続 「菜速あやせコーン堪能祭」事業 54 

47 継続 分散型観光事業（びゅ～っとあやせ） 54 

 

稼ぐ 5 中心市街地魅力ＵＰリニューアルプロジェクト 

48 新規 市役所周辺中心市街地土地活用事業 83 

49 新規 市民文化センターの再編 83 

50 継続 公共施設再編の推進 83 
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事業番号 事業状況 事業名 ページ 

支える 1 アクティブ・シニア応援プロジェクト 

51 新規 高齢者デジタル活用支援事業 17 

52 拡充 高齢者の社会参加促進 17 

53 継続 シルバー人材センター運営補助金 17 

 

支える 2 あやせ流健康習慣定着プロジェクト 

54 継続 後期高齢者健診結果のデータ化  21 

55 継続 With コロナ時代の健康寿命延伸の取組み  23 

56 継続 妊婦支援特別給付金事業  23 

57 継続 あやせ流健康習慣定着プロジェクト（食事編）  23 

58 継続 あやせ流健康習慣定着プロジェクト（行動変容編）  23 

59 継続 ノルディック・ウォーク普及事業 25 

60 継続 ホームタウンチーム SC 相模原との連携事業 25 

 

支える 3 大規模自然災害対策プロジェクト 

61 新規 内水浸水想定区域図作成事業 31 

62 継続 避難所のマンホールトイレの整備 32 

63 継続 防災ハザードマップ作成業務  32 

64 継続 防災シンポジウム手話通訳招へい  32 

65 継続 下水道管施設（管きょ・終末処理場）の耐震化 34 

66 休止 準用河川比留川河床の整備  48 
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事業番号 事業状況 事業名 ページ 

支える 4 誰もが便利な移動手段強化プロジェクト 

67 継続 福祉団体育成事業（地域における移動手段の充実） 16 

68 継続 市内公共交通（コミュニティバス）の見直しの取組み 42 

69 継続 幹線道路等整備事業 43 

70 終了 
綾瀬スマートインターチェンジ開通に伴う幹線道路等及び周辺地区の交通環境

の保全  
43 

 

支える 5 次世代につなげる公共施設改革プロジェクト 

71 新規 公共施設等への太陽光発電設備の導入調査 67 

72 新規 蓼川地区公共施設再編事業 82 

73 新規 もみの木園建替え事業 82 

 

全てのプロジェクトに該当 

74 新規 総合計画 2030 の効果検証 77 

 

  



14 

 

５ 政策・施策体系別事業 
（１）政策・施策体系図 

 

 

  

分野 政策 施策 分野 政策 施策
１　地域で支え合う福祉活動 １　工業振興

２　高齢者福祉と社会参加 ２　企業誘致

３　障がい者の自立と社会参加 ３　労働環境

４　社会保障

１　商業振興

１　健康づくり ２　観光振興

２　地域医療

３　スポーツ １　農業振興

２　農地保全

１　子育て支援

２　保育環境

３　青少年健全育成 １　学校教育

２　学校教育環境

１　防災危機管理体制 １　生涯学習

２　火災予防と消防力 ２　文化・芸術

３　災害に強いまちづくり ３　文化財の保護活用

１　防犯対策

２　交通安全対策 １　みどりの保全

３　市民相談 ２　環境負荷の低減

１　基地対策 １　生活環境の保全

２　基地との新たな関わり ２　資源の利活用

１　総合的土地利用 １　コミュニティづくり

２　産業の拠点形成 ２　多文化共生

１　公共交通ネットワーク １　人権擁護

２　道路ネットワーク ２　平和活動

３　歩行者･自転車ネットワーク

１　効果的・効率的な行財政経営

１　住宅 ２　シティプロモーション

２　景観 ３　人材育成・研修

３　公園 ４　公共施設マネジメント

４　下水道 ５　ＩＣＴの利活用

５　河川

２ 都市基盤 ２ 人権・平和

３ 行政経営
３ 都市環境

２ 安心
６　環境 １ 自然環境

３ 基地 ２ 生活環境

３　都市づくり １ 土地利用 ７　自治・行政 １ コミュニティ

３ 農業

３ 子ども・子育て

５　教育・文化 １ 教育

２　安全・安心 １ 防災 ２ 生涯学習

１　福祉・保健 １ 福祉 ４　産業振興 １ 工業

２ 商業・観光
２ 健康・医療
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 （２）「政策・施策体系別事業一覧」の見方 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・子ども家庭総合支援拠点事業　                     戦略-育1（令和３年度実施計画書掲載）
・あやせ流つなぐ支援 　                            戦略-育1（令和３年度実施計画書掲載）

R
6

100
93（他ワクチ
ンR2接種率）

目
標
値

R
4

100
R
5

100
指
標 ① １歳児のおたふくかぜワクチン接種率

単
位

％
基
準
値

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

・委託医療機関での予防接種
・委託医療機関以外での接種者に対する償還払い

同左 同左

健康づくり推進課

概
要

感染による難聴等の合併症を防ぐとともに、子育て世代の経済的負担軽減を図るため、１歳児を対象
に、おたふくかぜ予防接種にかかる費用の一部を助成します。

S

D

G

s

3

分野 1 福祉・保健

政策 2 健康・医療

施
策
 
1
　
健
康
づ
く
り

【　新規・拡充事業　】
新規 おたふくかぜ予防接種事業 戦略-育1

施策ごとに、新規・拡充事業を先に、継続事業

を後に掲載しています。 

事業と特に関連のあるＳＤＧｓ（持続

可能な開発目標）を示しています。 

取り組む事業の名称を示しています。

（同一の事業が複数の施策に関連している

場合は、主となる施策以外の施策について

は、事業名の後ろに「（再掲）」と表記して

います。） 

事業が該当する戦略プロジェクト(p.7)の略称を示

しています。（該当しない場合は未記入です）。 

基準値・目標値の単
位を示しています。 

詳細に掲載している施策毎の主要事

業以外に、戦略プロジェクトの達成

に貢献する主な事業がある場合、そ

の事業の名称を示しています。 

分野・政策・施策ごとに仕分けています。

（詳細は p.14 分野別施策体系図をご覧くだ

さい）。 

新規・拡充・継続の別を示し

ています。 

指標の目標値を年度ご

とに示しています。 

当該事業を担当する所属名を

示しています。 

感染症等の対策に寄与する事業を示してい

ます。（該当しない場合は未記入です）。 

目標値の設定にあたっての基準値

を示しています。 

事業の成果等を図る際、参

考となる指標（重要業績評

価指標）を示しています。 



指
標

R
5

1,440
R
6

52

1（R2） 目
標
値

8
（うち新規1）

1,560

福祉総務課

福祉支援団体交流室の利用者数
単
位

福祉団体育成事業（地域で支え合う福祉活動）

福祉団体育成事業（地域における移動手段の充実）

② 貸出用車両の利用件数 1（R2）

単
位

件 基
準
値

指
標

①

概
要

S
D
G
s

福祉団体の新規立ち上げや継続的活動を支援するため、福祉支援団体交流室の利用の促進やコーディネー
ターによる相談対応等ができる環境を整備します。

人
基
準
値

789（R2）

戦略-支4

分野 1 福祉・保健

政策 1 福祉

【　主要継続事業　】

概
要

②
コーディネーターが相談支援を行っている
福祉団体数

団体 4（R2）

住民参加型移動支援団体や福祉有償運送等を行う人材の育成と地域の移動困難者が安心して暮らせるまち
を目指すため、貸出用車両のさらなる周知や補助金制度の活用促進など、団体に対する継続的支援を行い
ます。

R
6

5

目
標
値

R
4

1,320

感染対策

補助申請件数

S
D
G
s

6
（うち新規2）

7
（うち新規1）

36 44

3
R
5

4①

件

R
4

継続

（３）政策・施策体系別事業一覧

施
策
 
1
 
地
域
で
支
え
合
う
福
祉
活
動

感染対策 福祉総務課

継続
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【　新規・拡充事業　】

指
標

③ 出張窓口来場者数

単
位

人

基
準
値

目
標
値

R
4

R
5

R
6

― 18,000 18,000

R
5

R
6％ ― 50

―
指
標

令和5年度

同左

②

350 350

R
4

636
R
5

636

18,000

新規 高齢者デジタル活用支援事業 戦略-支1 高齢介護課

概
要

高齢者の新たな社会参加促進とデジタルデバイドの解消を図るため、民間企業と連携し、初心者向けのス
マホ教室を開催します。

目
標
値

同左 同左

感染対策

350

分野 1 福祉・保健

政策 1 福祉

令和6年度

同左

シルバー人材センター運営補助金　 戦略-支1

単
位

人
基
準
値

636(R2)

50 50

令和6年度

S
D
G
s

戦略-支1 高齢介護課

①
アクティブ・シニア応援窓口（就労）での
マッチング件数

200

3

・アクティブ・シニア応援窓口・出張窓口の実施
・体験教室の実施
・スキルアップセミナー

【　主要継続事業　】
継続

事
業

内
容

95（R2）

指
標

R
6

636

高齢介護課

施
策
 
2
 
高
齢
者
福
祉
と
社
会
参
加

S
D
G
s

事
業

内
容

200 200

令和4年度

① スマホ教室参加者数 人

・高齢者スマホ教室の実施

令和4年度 令和5年度

単
位②

教室参加者のうち、スマホを持っていない
人が、スマホを購入したいと思う割合

基
準
値

目
標
値

R
4

正会員数

件

206（R2）

概
要

病気やコロナ禍の自粛による心身の機能低下に負けない元気な高齢者を増やすため、企業や団体とのマッ
チング、アクティブ・シニア応援出張窓口、体験教室の開催等の取組みを行います。

概
要

市内在住の健康で働く意欲を持つ高齢者の就労機会を提供するため、シルバー人材センターの運営費の一
部を助成します。

S
D
G
s

110 110 110

8 11

①

アクティブ・シニア応援窓口（社会参加）
でのマッチング件数

件

拡充 高齢者の社会参加促進
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短期入所の支給決定を受けている障がい者
（医療ケア等を除く）のうち、事業の利用
登録をしている者の割合

30

継続 就労相談支援業務

①

障がい福祉課

39（R2）

S
D
G
s

R
6

目
標
値

概
要

障がい者が地域で安心して生活できる環境を整備するため、１８歳以上の障がい者（身体・知的・精神
等）の介護者が、急病等の不測の事態により一時的に介護することができなくなった際、４８時間を上限
として市内の短期入所施設に一時的に入所できる体制を整備します。

80

就労相談数 人 30

R
5

80就労定着率

62

80（R2）単
位②

R
4

80

指
標

【　主要継続事業　】

分野 1 福祉・保健

63②

施
策
 
3
 
障
が
い
者
の
自
立
と
社
会
参
加

％ ―
目
標
値

政策 1 福祉

①
R
4％

％ 基
準
値

基
準
値 60（R3）

100

R
5

100

障がい者緊急受け入れ体制の整備 継続

R
6

100

61

緊急事態発生時の対象者の受入率

単
位

指
標

就労相談支援で一般就労をした障がい者が、離職せず長期で就労を継続できるよう、障がい者及び勤務先
へ、電話や訪問により定期的に連絡を取り、必要な助言や調整などの支援を行います。

S
D
G
s

概
要

30

障がい福祉課

18



1 1

枚 目
標
値

30① 20

①

指
標 ―

R
5

単
位

令和4年度 令和5年度 令和6年度

・タブレットを活用した訪問調査の実施
・タブレットを活用した訪問調査の実施
・活用方法の拡充検討

・同左

概
要

生活保護受給者への訪問支援業務の効率化を図るため、現在基幹システムとして使用している生活保護シ
ステムへ訪問支援システム（タブレット）を導入し、訪問調査を実施します。

R
6

同左

紙の使用量

【　新規・拡充事業　】施
策
 
4
 
社
会
保
障

単
位

人 基
準
値

令和4年度 令和5年度

S
D
G
s

同左

② 訪問調査に関わる業務時間

0
R
5

0

時間

終活セミナー参加者数

R
4

企画課・高齢介護課

7,000（R1）
指
標

分野 1 福祉・保健

事
業

内
容

事
業

内
容

新規 遺贈寄附の推進事業

667（R1） 567 467

令和6年度

新規 福祉総務課

基
準
値

政策 1 福祉

R
6

40

② 遺贈寄付件数 件 ―

0

367

・終活セミナーの開催
・遺贈寄附の募集

概
要

市民の地域や将来世代への想いを市政運営に活用できる体制を整備するため、遺贈寄附の推進に向け、遺
贈による寄附や相続財産の寄附の受付・相談窓口を設置します。
※お亡くなりになった後、一定の条件を満たした方法により、遺産の一部またはすべてを寄附することを
「遺贈寄附」といいます。近年の未婚率の上昇などにより、相続人がいない人が増加し、遺産の一部を寄
附する遺贈への意識が高まっていますが、遺贈の手続きの煩雑さ等から、実際に寄附を実行する方は非常
に少ない現状にあります。

S
D
G
s

― 目
標
値

R
4

生活保護訪問支援システム（タブレット）導入事業　
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S
D
G
s

【　新規・拡充事業　】

指
標 ① 体験者数

単
位

人
基
準
値

―
目
標
値

新規

概
要

100

同左

R
6

120

100

S
D
G
s

概
要

① アプリの新規利用者数

同左

R
4

令和5年度令和4年度

自宅でできるフレイル予防事業

新規

同左

地域包括ケア推進課

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度

令和6年度
事
業

内
容

ＶＲを活用した「認知症サポーター」の養成

―
目
標
値

R
4

指
標

80
R
5

高齢者の心身の衰えを予防、改善するため、高齢者の運動習慣の定着や他者との交流機会の確保に向け、
アプリの活用により、仲間同士オンラインでつながりながら、自宅などで気軽に取り組むことのできるフ
レイル予防事業を実施します。

地域包括ケア推進課

令和6年度

アプリの操作方法に関する講座の実施や周知

100

ＶＲを活用した認知症サポーター養成講座や認知症
サポーターステップアップ講座の実施

同左

認知症の症状をこれまで以上に理解したサポーターの増加を図るため、地域で認知症の人やその家族を支
える「認知症サポーター」の育成に向け、ＶＲを活用した認知症状の疑似体験を行う講座を開催します。

政策 1 福祉

施
策
 
4
 
社
会
保
障

R
5

単
位

人
基
準
値

分野 1 福祉・保健

100
R
6
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分野 1 福祉・保健

政策 1 福祉

①
家計改善支援事業支援対象者の市税滞納に
よる差押え人数

12

R
6

0目
標
値②

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・生活困窮世帯の高校生に対する学習支援の拡充　戦略-育1　（令和３年度実施計画書掲載）
・後期高齢者健診結果のデータ化　              戦略-支2　（令和３年度実施計画書掲載）

単
位

00（R2）

概
要

人

生活困窮者が困窮状態から抜け出した後、再び困窮状態になることを予防するため、適切な家計管理が出
来るよう家計改善支援を行います。

10（R2） 10 11

基
準
値

R
4

人

制度利用者数

S
D
G
s

施
策
 
4
 
社
会
保
障

R
5

指
標

0

福祉総務課

【　主要継続事業　】
継続 家計改善支援事業
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3

令和4年度

R
5

新規 健康づくり推進課

100

施
策
 
1
　
健
康
づ
く
り

93（他ワクチン
R2接種率）

単
位

％ 基
準
値

R
4

100

目
標
値

同左

100

精密検査率(屈折検査の結果で要精密検査に
なった幼児の医療機関への受診率)

同左

R
5

概
要

弱視の原因となる遠視や乱視などの早期発見、早期治療に繋げるため、３歳６か月児健診の視覚検査に、
屈折検査機を導入します。

戦略-育1

１歳児のおたふくかぜワクチン接種率 100

同左

100―

指
標

①

感染による難聴等の合併症を防ぐとともに、子育て世代の経済的負担軽減を図るため、１歳児を対象に、
おたふくかぜ予防接種にかかる費用の一部を助成します。

S
D
G
s

R
4

％
指
標

100

事
業

内
容

令和5年度

分野 1 福祉・保健

基
準
値

R
6

政策 2 健康・医療

【　新規・拡充事業　】

概
要

令和4年度 令和5年度 令和6年度

事
業

内
容

②

新規 おたふくかぜ予防接種事業 戦略-育1 健康づくり推進課

目
標
値

令和6年度

・委託医療機関での予防接種
・委託医療機関以外での接種者に対する償還払い

100①

S
D
G
s

３歳６か月児健診受診者に対し、屈折検査を実施。
また、機器導入前に健診を受けた方で、検査を希望
する方へ検査日を設けて実施。

同左

単
位

３歳６か月児健診屈折検査事業

―３歳６か月児の屈折検査実施率

％ 100

R
6

100

22



健康度見える化コーナー利用者数 2,000

施
策
 
1
　
健
康
づ
く
り

90
単
位

％
目
標
値

がん検診精密検査受診率

生活習慣病の予防を図るため、健康教育や健康相談を実施します。

S
D
G
s

【　主要継続事業　】
継続

指
標

R
4

R
5

分野 1 福祉・保健

政策 2 健康・医療

単
位

健康づくり推進課

がん検診事業

R
6

がんの早期発見に繋げるとともに、精密検査への受診勧奨を行うため、がん検診を実施します。

S
D
G
s

健康づくり推進課

概
要

①

指
標 3,793（R1）

10086.6(R1)基
準
値 3,000

①

成人保健事業

85

％

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・子ども家庭総合支援拠点事業　                     戦略-育1（令和３年度実施計画書掲載）
・あやせ流つなぐ支援 　                            戦略-育1（令和３年度実施計画書掲載）
・Withコロナ時代の健康寿命延伸の取組み　           戦略-支2（令和３年度実施計画書掲載）
・妊婦支援特別給付金事業                         　戦略-支2（令和３年度実施計画書掲載）
・あやせ流健康習慣定着プロジェクト（食事編）     　戦略-支2（令和３年度実施計画書掲載）
・あやせ流健康習慣定着プロジェクト（行動変容編） 　戦略-支2（令和３年度実施計画書掲載）

80

R
6

各生活習慣病予防教室の参加率

人

100

②

継続

概
要

4,000

目
標
値

R
4

100 R
5

基
準
値

75（R3）
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人
基
準
値

1,000(R3)
目
標
値

R
4

1,500
R
5

継続 広域・休日救急医療確保事業

政策 2 健康・医療

【　主要継続事業　】

分野 1 福祉・保健

概
要

R
6

健康づくり推進課

平日の夜間や休日に安心して必要な医療を受けることができる環境を確保するため、日曜、祝日及び年末
年始などにおける初期救急患者に対する診療施設など(内科、小児科、歯科、調剤）を確保するととも
に、年中無休で健康相談や医療機関情報の提供を行うあやせ２４時間健康相談を実施します。

S
D
G
s

3,500

3

※新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、受診者数が減少。
　参考：R2（721人）　H27～R元（5年間：平均3,500人）

指
標 ① 休日診療所の受診者数 2,500

施
策
 
2
　
地
域
医
療

単
位
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ノルディック・ウォーク普及事業

施
策
 
3
　
ス
ポ
ー
ツ

政策 2 健康・医療

継続

概
要

分野 1 福祉・保健

S
D
G
s

継続

戦略-支2 スポーツ課

【　主要継続事業　】

100

59.6
R
6

概
要

① スポーツ教室の定員に対する参加率
単
位

％
基
準
値

市民の健康増進、運動習慣の定着を図るとともに、スポーツ振興を図るため、ホームタウンチームＳＣ相
模原のサッカー教室をはじめとする各種スポーツ教室や、市民デーの開催、各種スポーツ教室参加者の試
合観戦を促進します。

S
D
G
s

ノルディック・ウォーク教室の定員に対す
る参加率

66.8(R1)％
基
準
値

戦略-支2 スポーツ課

市民の健康増進、運動習慣の定着を図るため、ノルディック・ウォークの普及に向け、定期的な教室の開
催、ポールの貸出を行います。

目
標
値

R
6

指
標

82.7

70.9

R
4

92.1①
R
5

35.3（R2）
R
4

50.1
目
標
値

単
位

ホームタウンチームＳＣ相模原との連携事業

指
標

R
5
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概
要

7 10

46 R
5

48

養育費に関する相談率

施
策
 
1
 
子
育
て
支
援

指
標

①

R
5

％

コミュニケーション力講座の参加者

・非認知能力向上に向けた小冊子の作成（内容
見直し）
・1歳6か月児検診による配布
・コミュニケーション力講座
・コミュニケーション力伝道師による伝授活動

拡充

40人 基
準
値非認知能力向上に向けたコミュニケーショ

ンの家庭での実践率

事
業

内
容

単
位

令和6年度

戦略-育1

40

100

50

こども未来課

コミュニケーション力向上と非認知能力の周知を図るため、コミュニケーション力講座の開催に加え、非
認知能力に関する小冊子を作成し、１歳６か月児健診時に配布します。

単
位②

ひとり親の子どもが経済面で貧困状態に陥らないようにするため、専門相談員により、離婚後も子どもた
ちが生活に困窮することなく生活するための相談、情報提供や手続き支援を行います。また、経済的支援
としては、公正証書作成や調停にかかる経費の助成、養育費保証契約締結時の初回保証料を助成します。

14（R2）①

非認知能力向上事業
S
D
G
s

S
D
G
s

概
要

事
業

内
容

令和4年度

2（R2）

分野 1 福祉・保健

政策 3 子ども・子育て

養育費確保支援事業（ひとり親総合支援事業） 戦略-育1

【　新規・拡充事業　】
新規

％

② ―

指
標

目
標
値

R
4

100

令和4年度 令和5年度

こども未来課

R
6

・専門相談員の配置
・公正証書作成等の経費助成
・養育費保証契約締結時の初回保証料助成

・公正証書作成等の経費助成
・養育費保証契約締結時の初回保証料助成

令和5年度 令和6年度

基
準
値

44（R3） 目
標
値

児童扶養手当の一部支給者率

40

100

R
6

・非認知能力向上に向けた小冊子の作成
・１歳６か月児健診での小冊子配布
・コミュニケーション力講座
・コミュニケーション力伝道師による伝授活動

同左

％

R
4 4

同左
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概
要

ひとり親家庭の父または母が就労し、安定的な収入を得て自立することを支援するため、訓練中の生活費
を支援する高等職業訓練促進給付金を支給します。

児童扶養手当の一部支給者率 46

施
策
 
1
 
子
育
て
支
援

指
標

R
5

48

概
要

戦略-育1
S
D
G
s

分野 1 福祉・保健

政策 3 子ども・子育て

こども未来課

％①

11,705(R1) 12,000

戦略-育1 こども未来課

目
標
値

交流の場の提供、相談などによる育児不安の軽減、地域の子育て活動団体などの支援を図るため、未就学
児とその保護者を対象に、子育て支援センターを運営します。

R
5

12,000
R
6

R
4

継続

基
準
値

目
標
値

R
4

50
指
標

44（R2）
R
6

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・にこにこ・しあわせ子育て商品券の支給 　戦略-育1　（令和３年度実施計画書掲載）

S
D
G
s

12,000
基
準
値

子育て支援センター(サロン事業）の利用者
単
位

【　主要継続事業　】

単
位

子育て支援センター運営経費

組①

高等職業訓練促進給付金支給事業継続
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同左 同左

指
標

指
標

補助対象の保育士数① 人 0(R3) 11 11 11

政策 3 子ども・子育て

【　新規・拡充事業　】
新規 保育士確保対策事業 戦略-育1

戦略-育1

①

幼児一人ひとりの特性に応じたきめ細やかな保育の実施に、基準以上の保育士を配置している施設の労働
環境の改善を促すため、保育士雇用に要する経費の一部を助成します。

S
D
G
s

単
位

人

保育士の新規雇用人数 人

令和4年度 令和5年度

施
策
 
2
 
保
育
環
境

・補助制度を周知するとともに労働環境の改善を図
る
・補助金の交付

同左 同左

8

令和5年度 令和6年度

8

R
5

S
D
G
s

目
標
値

R
4

・補助制度を周知するとともに保育士雇用を促す
・補助金の交付

新規

待機児童数

16（R2） 8

基
準
値

15（R3）

単
位

概
要

目
標
値

R
4

事
業

内
容

②

令和6年度

分野 1 福祉・保健

0

R
6

保育課

保育課

概
要

事
業

内
容

令和4年度

基
準
値

保育士雇用環境改善事業

0 R
5

0 R
6

待機児童の解消に向けて保育士の雇用促進を図るため、保育士雇用に要する経費の一部を助成します。
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R
4

242
R
5

243
指
標

R
6

保育士人材の確保、定着及び離職防止を図るため、奨学金を利用して保育士の資格を取得し、市内保育施
設に就職した方に対し、奨学金の返済費用の一部を助成します。

S
D
G
s

5

保育士奨学金返済補助事業 保育課

分野 1 福祉・保健

補助制度を利用して新規に雇用された保育
士数

63（R3）

政策 3 子ども・子育て

継続

基
準
値

243（R2）

概
要

① 病児保育室の開所日数 日

戦略-育1

単
位

施
策
 
2
 
保
育
環
境

R
5

指
標 ①

目
標
値

R
4

【　主要継続事業　】
保育課

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・待機児童の解消 　戦略-育1　（令和３年度実施計画書掲載）

242

R
6

6
単
位

人
基
準
値

保護者が子育てと仕事の両立が出来る環境を整備するため、子どもが病気により保育所や小学校などに通
うことが出来ない場合に、常勤の看護師と保育士がいる専用の保育室で、子どもを一時的に預かります。

概
要

戦略-育1継続 病児保育事業
S
D
G
s

目
標
値
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84

概
要

地域全体における青少年健全活動を推進するため、青少年が親子や友人とゲームを楽しみながら歩く大会
を開催します。

S
D
G
s

％
基
準
値

―
目
標
値

R
4

82
R
5

R
6

86

こども未来課

感染対策

15

指
標 ①

アンケートで「家族・友人・地域との絆が
深まった」との回答率

単
位

保育課継続

R
4

3
R
5

6

概
要

施
策
 
3
 
青
少
年
健
全
育
成

放課後児童クラブにおける児童の学習環境の充実を図るとともに、保護者や事業者との迅速な連携や効率
的なクラブ運営を図るため、放課後児童クラブのネット環境を整備・維持します。

S
D
G
s

R
6

① 1（R3）
目
標
値

指
標

ネット環境を利用した業務改善を実施した
放課後児童クラブ数

継続 ふれあい探検ウォークラリー大会の推進　　

単
位

団体
基
準
値

分野 1 福祉・保健

政策 3 子ども・子育て

【　主要継続事業　】
放課後児童クラブＩＣＴ化推進事業　　
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【　新規・拡充事業　】

S
D
G
s

下水道課

概
要

河川に繋がる水路などが溢れる内水被害の発生に備え、被害の軽減や避難確保に役立ててもらうため、雨
水施設や地形の調査を行い、内水被害が発生した場合に想定される浸水区域やその深さを可視化した、内
水浸水想定区域図を作成します。

指
標 ① 作成率

基
準
値

―
目
標
値

新規 内水浸水想定区域図作成事業 戦略-支3

R
4

100
R
5

R
6

―

周知 同左

―％

分野 2 安全・安心

政策 1 防災

単
位

施
策
 
1
 
防
災
危
機
管
理
体
制

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

内水浸水想定区域図を作成
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感染対策

概
要

継続

100
R
5

100
R
6

100

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・防災ハザードマップ作成業務     　戦略-支3　（令和３年度実施計画書掲載）
・防災シンポジウム手話通訳招へい 　戦略-支3　（令和３年度実施計画書掲載）

指
標 ① 備蓄率

単
位

％
基
準
値

100（R3）
目
標
値

R
4

1

政策 1 防災

危機管理課戦略-支3

15/15（落合
小、綾北中、春
日台中）箇所

継続 避難所のマンホールトイレの整備

目
標
値

R
4

指
標

① マンホールトイレの整備箇所

②

－
単
位

回

R
5

健康づくり推進課

災害時に適切な救護活動を行うため、医薬品の適切な備蓄及び使用期限の管理等を行います。

1

基／校 15 －

訓練実施の検討1

基
準
値市総合防災訓練などにおけるマンホールト

イレ設置訓練の実施回数

災害時救急医療対策
S
D
G
s

R
6

【　主要継続事業　】

概
要

避難所の衛生環境と避難者の健康状態の維持を図るため、災害時に避難所となる学校へ、断水した際でも
使用できるマンホールトイレを整備します。

分野 2 安全・安心

S
D
G
s

施
策
 
1
 
防
災
危
機
管
理
体
制
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政策 1 防災

【　新規・拡充事業　】

女性消防吏員対応施設の整備

110
基
準
値

2（R3) 0

S
D
G
s

R
4

単
位①

北分署における女性吏員の当直日数（１当
直を１日として年度の当直日数を算出）

女性消防吏員対応施設の利用

令和5年度

5

日
R
5

3

110

同左

R
6

事
業

内
容

令和4年度

目
標
値

令和6年度

指
標

消防署北分署女性消防吏員対応施設整備　拡充 消防総務課

概
要

女性消防吏員数の増加に繋げるため、現在女性の当直勤務が困難となっている消防署北分署に、女性消防
吏員が当直勤務行うために必要な施設を整備します。

R
4

消防団活動の充実強化を図るため、消防団の年間における事業等に対して、費用の一部を運営交付金とし
て助成します。

7

消防総務課

分野 2 安全・安心

12少年消防クラブ訓練実施回数

②

R
5

消防団員教育訓練数 7

各家庭に火災予防を啓発するとともに、将来の地域防災を担う人材を育成するため、少年消防クラブ員に
対し、規律や消防・防災に関する正しい知識について学習する機会を提供します。

単
位

継続 予防課

概
要

指
標

165

回

消防団員数

単
位

基
準
値

少年期からの防火思想の普及推進事業

回 基
準
値

12(R3) 12

S
D
G
s

2（R3）

14(R3)

【　主要継続事業　】

②

人

人

目
標
値156(R3) 165

R
4 20

S
D
G
s

継続

指
標

概
要

消防団運営交付金

①

目
標
値 20少年消防クラブ修了者数

①

施
策
 
2
 
火
災
予
防
と
消
防
力

20

12

165

7R
6

R
5

R
6

※　北分署に女性職員が正規配置された場合の休暇を考慮した概ねの年間当直日数。
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木柱の建替え・灯具移設 同左

令和4年度

新規

・耐震補強工事予定（マンホール）の1箇所を完了する
・終末処理場水処理施設のうち、エアレーションタンクの6
池中4池の耐震補強工事を完了する

S
D
G
s

終末処理場水処理施設のうち、エア
レーションタンク及び汚泥処理棟1
階部分の耐震補強工事を完了する

R
6

大規模な震災時においても衛生環境及び住環境を維持するため、下水道施設の耐震補強工事を実施しま
す。

R
4

施
策
 
3
 
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り 継続

本 37(R3)

概
要

―本

終末処理場水処理施設及び汚泥処理棟の耐
震補強工事を完了する

倒壊の恐れのある木柱の残数

①
R
6

1
目
標
値

14 0

8

③

R
5

5(R3)

【　主要継続事業　】

R
4

―

【　新規・拡充事業　】

概
要

安全安心な市民生活を維持するため、老朽化により倒壊の恐れのある木柱を抜柱し、新たに防犯灯柱を新
設及び灯具の移設等を行います。

令和5年度

S
D
G
s

1

危機管理課

令和6年度

政策 1 防災

事
業

内
容

防犯灯柱改修事業

基
準
値

防犯灯柱の新設

② 灯具の移設

下水道管施設（管きょ・終末処理場）の耐震化 戦略-支3 下水道課

R
5

指
標

分野 2 安全・安心

単
位

指
標

個 2(R3) 6 10 ―

―
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継続

地震等による災害を未然に防止するため、危険なブロック塀等の撤去や、撤去後に安全な工作物等を設置
する費用を助成します。

S
D
G
s

危険ブロック塀等耐震化補助事業　

R
4

指
標

目
標
値

単
位

14(R2)件危険ブロック塀改修件数

【　主要継続事業　】

分野 2 安全・安心

政策 1 防災

都市計画課

R
6

S
D
G
s

施
策
 
3
 
災
害
に
強
い
ま
ち
づ
く
り

概
要

概
要

目
標
値

R
5

指
標

住宅の耐震改修を促進するため、昭和５６年５月３１日以前に建築された木造住宅について、耐震診断・
耐震設計・耐震改修・工事監理・耐震シェルターに係る費用を助成します。

基
準
値

単
位

建築物の耐震診断の実施件数

継続 木造住宅耐震化補助事業　　　 都市計画課

R
4

3

R
5

R
6

基
準
値

1(R2) 3 3

141414①

① 件
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S
D
G
s

S
D
G
s

R
6

安全で安心なまちづくりを推進するため、自然災害や犯罪などが発生した際、その情報を希望者のパソコ
ンや携帯電話へ即時に配信する、あやせ安全・安心メールの運用を行います。

単
位

15(R3)
R
4

施
策
 
1
 
防
犯
対
策

継続

【　主要継続事業　】
危機管理課

危機管理課

概
要

あやせ安全・安心メールの運用

目
標
値

R
4

① 市民全体の登録率
R
5

18

政策 2 安心

分野 2 安全・安心

継続

16
基
準
値

％
R
6

目
標
値

７０歳以上の高齢者世帯に対する特殊詐欺被害を未然に防ぐため、迷惑電話防止機能を有する機器購入費
用の一部を助成します。

17
指
標

単
位

指
標

特殊詐欺等被害防止対策事業 

R
5

概
要

基
準
値

15161719(R2)件特殊詐欺被害の発生件数①
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政策 2 安心

目
標
値

R
5

指
標

概
要

基
準
値

分野 2 安全・安心

交通安全施設（車止めポール）設置工事

市民活動推進課

① 交通安全教室開催回数
単
位

29

S
D
G
s

継続

33
R
4

交通安全意識の高揚及び交通事故件数の減少を図るため、幼児・児童及び高齢者等の交通弱者を対象に、
綾瀬市交通安全対策協議会による交通安全教室を実施します。

27（R1）回

交通安全教室による交通安全啓発

11

R
6

【　主要継続事業　】

道路管理課

31

継続

施
策
 
2
 
交
通
安
全
対
策

①
目
標
値

54％

概
要

安全で安心な道路環境の維持向上を図るため、交差点において、歩行者が車両に巻き込まれる事故の防止
に向け、対策が必要な８２交差点に交通安全施設（車止めポール）を設置します。

S
D
G
s

指
標

R
4

40
R
5

単
位

28(R2)
交通安全施設（車止めポール）設置工事整
備率

R
6

69
基
準
値
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施
策
 
3
　
市
民
相
談

概
要

市民課

分野 2 安全・安心

政策 2 安心

継続 司法救済制度の活用

指
標

利用件数
単
位

件
基
準
値

R
6

R
5

【　主要継続事業　】

20(R2)

市民が適正な司法救済を受けられる機会を提供するため、神奈川県弁護士会が行う法律援助事業に係る経
費に対する一部を助成します。

S
D
G
s

R
4

2① 2
目
標
値
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回
基
準
値

―
目
標
値

１回以上
R
5

１回以上
R
6

１回以上
単
位

R
4

政策 3 基地

基地政策課継続 厚木基地に関する要請等の活動

指
標 ① 基地対策に係る要請活動

分野 2 安全・安心

施
策
 
1
 
基
地
対
策

【　主要継続事業　】

概
要

厚木基地による市民負担の軽減のため、騒音の低減や住宅防音工事などの騒音対策の充実、航空機の安全
対策の徹底等を政府や米国に求めます。

S
D
G
s

11
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基地政策課

政策 3 基地

分野 2 安全・安心

１事業以上
R
5

１事業以上
R
6

１事業以上

施
策
 
2
 
基
地
と
の
新
た
な
関
わ
り

概
要

厚木基地を地域の資源として活用するため、観光資源化、施設の共同使用、日米交流を促進します。

S
D
G
s

11

指
標 ①

民間レベルを含めた基地の有効活用に係る
新規事業数

単
位

事業
基
準
値

―
目
標
値

R
4

継続 基地の活用、日米交流の促進

【　主要継続事業　】

40



分野 3 都市づくり

R
6

概
要

S
D
G
s

継続

概
要

交流人口の増加や地域経済の活性化につなげるため、地場農畜産物及び加工品の販売促進による地域振
興、市の情報発信、道路利用者へのトイレ、案内所や駐車場等の快適な交通環境の提供を担う「道の駅」
を整備します。

目
標
値

R
4

事業計画の見直し

継続 道の駅の整備 戦略-稼1

指
標 ①

S
D
G
s

事業進捗度
単
位

―
基
準
値

―

工業系新市街地の整備

道の駅整備推進室

100
目
標
値

R
4

75
R
5

97
R
6

※R5以降は新たな事業計画に基づき定める。

―
R
5

―

綾瀬スマートインターチェンジの交通機能を有効活用し、企業立地による地域経済の活性化や雇用の創出
を図るため、土地区画整理事業により都市基盤施設整備と企業の受け皿となる用地を確保します。

％
基
準
値

組合設立認可
（R3.9月）

都市整備課

指
標 ① 事業進捗率

単
位

政策 1 土地利用

施
策
 
2
 
産
業
の
拠
点
形
成

【　主要継続事業　】
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都市整備課

R
4

・方針案に対する聞き取り調査の実施
・運行ルート（素案）の作成

・運行ルート（素案）に対する意見確認
・見直しルート（案）の作成

R
5

市内公共交通（コミュニティバス）の見直しの取組み 

概
要

社会状況の変化により、あらゆる世代に対応した移動手段の充実が課題となっていることから、市内公共
交通の利便性向上を図るため、市民アンケート調査をはじめ、地域の意見を確認しながら、関係各課やバ
ス事業者と連携し、市内公共交通（コミュニティバス）の再編を行います。

S
D
G
s

指
標

分野 3 都市づくり

政策 2 都市基盤

施
策
 
1
 
公
共
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

【　主要継続事業　】
継続

R
6

・方針案の作成
・庁内交通連絡調整会議の開催

戦略-支4
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S
D
G
s

35.5

分野 3 都市づくり

政策 2 都市基盤

道路整備課

施
策
 
2
 
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

【　主要継続事業　】
継続

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・（終了）綾瀬スマートインターチェンジ開通に伴う幹線道路等及び周辺地区の交通環境の保全　戦略-支4（令和３年度実施計画書掲
載）

生活道路等整備事業

概
要

S
D
G
s

％ 33.7（R3）

①

安全安心でかつ利便性の高いまちづくりの実現を図るため、道路ネットワークの構築を目指し、幹線道
路、地区幹線道路等を拡幅整備します。

要望された生活道路整備率

指
標

安全安心でかつ利便性の高いまちづくりの実現を図るため、道路環境の改善、防災機能の向上に向け、地
域住民の意向に基づき、道路を拡幅整備し、幅が狭い道路の解消を図ります。

R
5

35

単
位

％
基
準
値

概
要

R
4

R
5

91.9

幹線道路等整備事業

基
準
値

戦略-支4

34.8
R
6

道路整備課

R
6

93.290.5（R3）
目
標
値

① 幹線道路等整備率
単
位

継続

91.9
R
4

指
標

目
標
値
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指
標

単
位

基
準
値

目
標
値

R
4

R
5

概
要

地震等による災害を未然に防止するため、危険なブロック塀等の撤去や、撤去後に安全な工作物等を設置
する費用を助成します。

R
6

概
要

3

継続

分野 3 都市づくり

政策 3 都市環境

R
6

① 危険ブロック塀改修件数 件 14(R2) 14 14 14

継続 危険ブロック塀等耐震化補助事業　　（再掲） 都市計画課

R
5

3① 建築物の耐震診断の実施件数 件 1(R2)
基
準
値

目
標
値

R
4

住宅の耐震改修を促進するため、昭和５６年５月３１日以前に建築された木造住宅について、耐震診断・
耐震設計・耐震改修・工事監理・耐震シェルターに係る費用を助成します。

S
D
G
s

都市計画課

3

木造住宅耐震化補助事業　　（再掲）　

指
標

単
位

S
D
G
s

施
策
 
1
 
住
宅

【　主要継続事業　】
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％

令和6年度

拡充 土砂災害特別警戒区域整備事業

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度

鶴島緑地対策工事５０．０ｍ

①
目
標
値

R
4

50

分野 3 都市づくり

施
策
 
3
 
公
園

同左

R
6

10025(R3）
指
標

R
5

75鶴島緑地の工事進捗率
単
位

基
準
値

概
要

利用者へ安全・安心な公園を提供するとともに、近隣住民の生命・財産を守るため、土砂災害特別警戒区
域に指定された公園緑地の対策工事を行います。

S
D
G
s

3

同左

みどり公園課

政策 3 都市環境

【　新規・拡充事業　】

45



指
標

移動販売車導入事業公園数

R
5

％
基
準
値

26.7(R3)

概
要

継続 光綾公園の特色を生かした魅力ある公園づくり　 戦略-育4

市の花バラを主軸とし、人を引き寄せる魅力ある公園としてリニューアルをするとともに光綾公園の老朽
化した施設を改修し、公園施設の充実を図ります。

概
要

3(R3)

戦略-育4

R
4

目
標
値

基
準
値

単
位

32指
標

3,600（R3）

件

みどり公園課
S
D
G
s

2,200 2,700 3,700

S
D
G
s

2

人

①

公園のにぎわいと魅力の創出を図るため、公園内のオープンスペースを活用し、綾瀬スポーツ公園、城山
公園、風車公園において、移動販売車による飲食販売の検証を行った結果を踏まえ、綾瀬スポーツ公園、
城山公園、光綾公園において本格導入を行います。

② 移動販売車利用者数

100
目
標
値

60 87.5

R
6

R
5

R
4

R
6

① 光綾公園再整備の進捗率
単
位

みどり公園課公園内カフェ、キッチンカー等の誘致 感染対策

【　主要継続事業　】
継続

分野 3 都市づくり

政策 3 都市環境

施
策
 
3
 
公
園
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R
5

100
R
6

基
準
値

施
策
 
4
 
下
水
道

① 設置工事進捗率
単
位

％

R
4

継続

指
標

概
要

汚泥の減量化及び消化ガスの売却により汚泥処分費を削減するとともに、汚泥の減量化及び消化ガス発電
による温室効果ガスの削減を図るため、綾瀬終末処理場へ汚泥消化施設等を整備します。

S
D
G
s

R
6

経営戦略の改定

R
4

指
標

3.0(R3) ―
目
標
値

下水道使用料や実施事業の適正化

綾瀬終末処理場消化槽設置に伴う汚泥減量化と消化ガス発電事業

20.1

公共下水道事業経営戦略改定業務 下水道課

「あやせ下水道中期ビジョン」の振返り、経営環境の現状分
析及び、今後の課題抽出
中長期の投資・財政計画を策定

下水道課

R
5

公営企業会計の移行に伴い「綾瀬市公共下水道事業経営戦略」の見直しを行うとともに、「あやせ下水道
中期ビジョン」を経営戦略へ整理・統合する改定を行います。また、中長期の投資・財政計画に基づき、
下水道使用料改定に関する検討を行います。

S
D
G
s

継続

概
要

分野 3 都市づくり

【　主要継続事業　】

政策 3 都市環境
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施
策
 
5
　
河
川

【　新規・拡充事業　】

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・（休止）準用河川比留川河床の整備 　戦略-支3（令和３年度実施計画書掲載）

指
標

合併浄化槽整備補助事業新規

政策 3 都市環境

6

目
標
値

分野 3 都市づくり

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度

概
要

下水道課
S
D
G
s

R
6

2
単
位

補助対象案件に対する補助金交付 同左 同左

件
基
準
値

2
R
5

2

公共用水域の水質汚濁及び生活環境の悪化防止を図るため、下水道事業計画区域外における単独浄化槽の
所有者に対し、合併浄化槽への転換に係る費用の一部を助成します。

補助金交付件数
（基準値は周辺自治体の実績より算出）①

R
4

2

令和6年度
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感染対策

分野 4 産業振興

政策 1 工業

施
策
 
1
 
工
業
振
興

【　新規・拡充事業　】
拡充 中小企業強靭化推進補助金 戦略-稼2 工業振興企業誘致課

220

② 登録企業への情報発信件数 件 ― 24 24

市内企業が取り組む新たなビジネスモデルの構築やデジタル化、生産性向上などの支援と併せ、社会的価
値を高め「選ばれる企業」を増やすため、ＳＤＧｓの推進やカーボンニュートラルの実現に向けた活動に
取り組んでいる市内企業を積極的に支援します。

S
D
G
s

概
要

単
位

戦略-稼2

2

概
要

社 2（R3） 2

9

基
準
値

事
業

内
容

令和4年度

補助金の交付、市内企業が取り組んだ成功事例の周
知

② モデルケースの創出数②デジタル化

①指
標

モデルケースの創出数①自動化・省人化 2（R3） 目
標
値

R
4

2 R
5 2

8

同左

2

R
6

中小企業コンサルティング事業

令和5年度 令和6年度

同左

2社

2

22 R
6

中小企業診断士や支援機関職員が中小製造企業経営者に経営状況等をヒアリングし、改善提案をするほ
か、生産性向上、デジタル化、省人化などの助言を行うとともに、今後の経済情勢を踏まえ、企業におけ
るＳＤＧｓやカーボンニュートラルへの取り組みの必要性を伝えます。

S
D
G
s

生産性の向上のための改善活動に着手した
企業数

【　主要継続事業　】
工業振興企業誘致課

R
4 2

概
要

市内企業の受発注機会の拡大と、「あやせ工場プロジェクト」の取り組みによるものづくりの魅力を発信
するため、綾瀬市工業データベースに代わる新たなポータルサイト「あやせ工場スマートナビ」を活用し
ます。

S
D
G
s

工業振興企業誘致課戦略-稼2継続 あやせ工場スマートナビ運営事業

指
標

① 2（R2） 目
標
値

単
位

社 基
準
値

2

2② 社 2（R2）社会的価値の向上に取り組んだ企業数

210

R
5

継続

R
6

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・若手技術者ネットワーク構築事業          　戦略-稼2
・あやせ工場技能継承事業（あやせ工匠塾）  　戦略-稼2
・綾瀬ブランド新商品開発支援事業　          戦略-稼2
・あやせ工業団地オープンファクトリー補助金　戦略-稼2

指
標

登録企業数 単
位

件①

24

基
準
値

157（R3） 目
標
値

R
4

200 R
5
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1

立地後の市民雇用人数 0（R3）

R
5

指
標

10 10

工業振興企業誘致課

指
標

① R
6

1目
標
値

R
4

S
D
G
s

市内産業の活性化と市民の雇用機会を創出し、持続的な経済発展と市民生活の安定を図るため、本市に新
規立地する企業と事業拡大する市内既存企業を支援します。

S
D
G
s

基
準
値

①
認定事業所が立地の際、市内建設会社を活
用する件数

5

単
位

目
標
値

R
4

1（R1）

55（R1） 5

市内建設会社の活性化を図るため、立地に係る建設工事等を市内の建設会社に発注した企業に対し奨励金
を交付します。

企業立地促進事業（企業立地報奨金）

1

企業立地促進事業（市内企業活用奨励金）

1

②
立地相談企業に対し市内企業活用奨励金の
制度を説明する件数

件

1基
準
値

概
要

R
5

R
6

創業を開始する認定事業所数 単
位

社 0（R3）

1

10

件

工業振興企業誘致課継続

人②

概
要

分野 4 産業振興

政策 1 工業

施
策
 
2
 
企
業
誘
致

【　主要継続事業　】
継続
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33

目
標
値

248

33

R
6

施
策
 
3
 
労
働
環
境

指
標

概
要

支援企業数

概
要

指
標

法定雇用率達成企業数 39（R2）

②

238

33（R3）

R
5

① 243

社

中小企業退職金共済制度の利用企業数 単
位

社 基
準
値

233（R3）

33

工業振興企業誘致課

20（R2）

S
D
G
s

工業振興企業誘致課

社

② 報奨金交付事業所数

S
D
G
s

R
4

24

障がい者雇用促進報奨金事業

25

継続

【　主要継続事業　】

分野 4 産業振興

政策 1 工業

26

基
準
値

目
標
値

R
4

40

市内企業における退職金制度の確立を促進させることで従業員の福祉増進と雇用の安定を図るため、中小
企業退職金共済掛金の一部を助成します。

R
6

42

継続

R
5

単
位

41①

社

市内企業における障がい者雇用の促進と安定を図るため、障がい者を雇用している企業に対し報奨金を交
付します。

中小企業退職金共済制度奨励補助金事業
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基
準
値

販売促進支援件数

指
標

①

概
要

商業観光課

市内での魅力ある店舗の創出を促進し、地域の活性化を図るため、「活力と魅力に満ちた綾瀬をつくる創
業補助金」と「空き店舗活用事業補助金」の２つの補助金メニューを活用し、創業や新たな出店にかかる
費用の一部を助成します。

施
策
 
1
 
商
業
振
興

【　主要継続事業　】
継続 戦略-稼4

目
標
値

継続

3

件

商業観光課

1R
6

概
要

意欲ある市内商業者の事業活動への支援を強化し、地域の活性化を図るため、市内商業者が行う商品開発
事業や販売促進事業に係る費用の一部を助成します。

S
D
G
s

感染対策

1(－)

戦略-稼4

1単
位

件

件

創業補助金活用件数

1 1 1

目
標
値

R
4

R
5

5② 5

魅力ある商店や飲食店づくりへの支援事業　
S
D
G
s

R
5

分野 4 産業振興

政策 2 商業・観光

指
標

① 商品開発支援件数 単
位

件 基
準
値

R
4

1（R2） 3 R
6

3

1(－)

52（R2）

1

グルメ商品、土産品の開発支援事業

空き店舗活用補助金活用件数②
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商業観光課

【　新規・拡充事業　】

概
要

光・食・文化の祭典～Ayase Base side Festival～ 戦略-稼4

令和4年度 令和5年度 令和6年度

・ロケ登録地と掲載の調整
・ＷＥＢロケハンページ公開

ＷＥＢロケハンページの充実に向けた更新 同左

13 13

―

同左

目
標
値

R
4

同左

単
位

分野 4 産業振興

政策 2 商業・観光

R
6

700

新規 戦略-稼4

指
標

目
標
値

R
4

50

②

概
要

令和4年度

単
位

人

7,210(R1) 7,210 7,210

施
策
 
2
 
観
光
振
興

２年度に渡り中止となりました観光集客イベント「光・食・文化の祭典～Ayase Base side Festival～」
を、リニューアルする光綾公園多目的フィールドにおいて再開します。市内商業の活性化を図るととも
に、環境に配慮した事業の実施に取り組みます。

②

令和5年度
事
業

内
容

35,000R
5

事
業

内
容

R
5

指
標

35,000

令和6年度

・補助金の交付
・イベントの準備、開催

ＷＥＢロケハンページの閲覧数

件 13（R1）

600

R
6

35,000

感染対策ＷＥＢロケハンページ構築事業

①

拡充

S
D
G
s

8

ロケ決定件数

S
D
G
s

件 基
準
値 13

商業観光課

事業実施による直接的な消費額

基
準
値

35,000（R1）

7,210千円

① 事業による誘客数

映像制作関係者の利便性を向上しロケ誘致を促進するとともに、ロケハン業務の効率化を図るため、市
ホームページ内に、映像制作関係者向けにロケ地を紹介する３６０°画像等を活用した専用ページを構築
します。
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基
準
値

戦略-稼4

―事業による市内消費額
R
4

「菜速あやせコーン堪能祭」事業

分野 4 産業振興

1

1

R
5

1,500

創出した事業の件数 件 ― 1

基
準
値

観光により地域経済を活性化させるため、旅行会社など観光の専門的知見から、本市の特色を生かした観
光の創出や観光による市内消費拡大へ向けた提案、助言等をもらい、既存事業のブラッシュアップととも
に新たな観光事業を創出します。

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・分散型観光事業（びゅ～っとあやせ）  戦略-稼4（令和３年度実施計画書掲載）

―件 目
標
値

R
4

1

650
目
標
値

千円

単
位

継続

1 R
6

指
標

R
5

特色ある夏の観光を創出し、観光誘客と市内消費の拡大を図るため、６月中旬～６月下旬のうちの２週間
程度（予定）の期間で、農商連携による「菜速あやせコーン」を活用した料理や商品を提供する店舗を巡
るスタンプラリーを開催します。

S
D
G
s

観光アドバイザー事業

商業観光課

旧名称：農商連携「（仮称）あやせトウモロコシＷｅｅｋｓ」事業

単
位

政策 2 商業・観光

①
指
標

概
要

戦略-稼4

R
6

1,700

商業観光課

リニューアルする事業の件数

概
要

①

1

施
策
 
2
 
観
光
振
興

【　主要継続事業　】
継続

S
D
G
s

②
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継続

R
6

―

3
単
位

①

②

基
準
値

目
標
値

R
4

R
5

R
6

400(R3) 450 450 450

援農ボランティア受講者数

援農ボランティア派遣者数

人

人

単
位

基
準
値

1本市への新規就農者数

深刻化する農業の担い手不足の解消と本市への就農に対する魅力向上を図るため、サポーター農家制度を
構築し、担い手を確保するための支援に要する費用、1人当たり５０千円を助成します。

【　主要継続事業　】
農業振興課新規就農者の育成を支援するサポーター農家への支援　

概
要

S
D
G
s

R
4

・補助金の交付
・廃棄農産物の利活用
・綾瀬産農産物の販路拡大と知名度アップ

同左。ただし、市場出荷額及び規格外品の出荷量等
に応じ補助金額は増減する。

令和4年度

同左

農家の労働力不足の解消を目的とした援農ボランティア養成事業

①
R
6

11（R3）

農業振興課 戦略-稼3

R
5

目
標
値

人

目
標
値

2
R
5

2団体

戦略-稼3

農産物利活用促進事業 戦略-稼3

令和6年度

①

処分していた規格外農産物の利活用を促進し、農業者所得及び綾瀬産農産物の知名度向上と、民間事業者
と連携した加工品として特産品の開発につなげるため、出荷にかかる新たな労力に対する農業者団体が要
する費用の一部を助成します。

S
D
G
s

R
4

基
準
値

単
位

規格外農産物の利活用を行う農業者団体数 2

概
要

農家の労働力不足の解消を図るため、援農ボランティアが活動するために必要な基礎知識を習得する、養
成講座を開催します。

S
D
G
s

指
標

3（R3） 3 3

1

令和5年度

政策 3 農業

指
標

農業振興課

【　新規・拡充事業　】
新規

概
要

継続

分野 4 産業振興

指
標

施
策
 
1
 
農
業
振
興

事
業

内
容
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農業委員会事務局

分野 4 産業振興

政策 3 農業

施
策
 
2
　
農
地
保
全

【　主要継続事業　】
継続 戦略-稼3

単
位

件
基
準
値

指
標

利用集積の拡大事業　　　　　　　　

概
要

農地の計画的な土地利用を推進するため、農作業や農地の管理を任せたいという農地所有者と農地を借り
て経営規模を拡大したいという農業者の増加を図り、利用集積を拡大します。

S
D
G
s

9984(R3)
目
標
値

R
4

79
R
5

96① 利用集積数
R
6
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分野 5 教育・文化

政策 1 教育

施
策
 
1
 
学
校
教
育

【　新規・拡充事業　】
新規 学校キャッシュレス化促進事業 感染対策 教育指導課

概
要

保護者からの教材費等の集金の際の紛失などを防ぎ、保護者の現金化する負担や集金を行う教員の負担を
軽減するため、教材費等の支払いについて、引落手数料を公費により負担し、キャッシュレス化を促進し
ます。

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

S
D
G
s

口座引落の実施 同左 同左

新規 中学生学び舎支援事業 学校教育課

―
目
標
値

R
4

100
R
5

100
指
標 ①

口座引落しを利用している児童・生徒の割
合

単
位

％
基
準
値

R
6

100

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

補講時間を設けて学習支援を実施（夏休み１５日
間、冬休み５日間、学期内の放課後）

同左 同左

概
要

高等学校等への進学に不安を抱えている中学３年生を中心とした生徒が、自らの進路を選択する力を養え
るよう、学習意欲向上と学習習慣の定着、基礎学力の向上を図るため、全中学校において補講時間を設
け、個々の状況を踏まえたきめ細かい学習指導や支援を行います。

S
D
G
s

4

R
6

70以上70
目
標
値

R
4

70以上
R
5

70以上
指
標 ① 学習意欲が向上した生徒の割合

単
位

％
基
準
値
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分野 5 教育・文化

政策 1 教育

施
策
 
1
 
学
校
教
育

【　新規・拡充事業　】
新規 指導主事アドバイザー事業

令和6年度

指導主事へのアドバイス及び指導主事業務

指
標

単
位

基
準
値

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度

同左 同左

教育指導課

概
要

学校との入れ替わりでの任用となることから業務の引継ぎや人材育成が難しい指導主事について、業務負
担軽減と人材育成を図るため、指導主事経験を有する元教員を新たに１名会計年度任用職員として任用し
ます。

S
D
G
s

教育指導課

R
6

目
標
値

R
4

R
5

①
学校評価報告における授業改善に取り組ん
でいる教員の割合

％ 92(R2) 93 94 95

概
要

子どもたちが心豊かにたくましく生きていくために、読書を通して考える力や創造力を高めていくことが
必要であることから、子どもの読書活動を推進するため、３つの事業（①児童・生徒への１人１冊配本事
業②学校図書館蔵書の充実③学校司書の勤務時間数の増）をパッケージとして実施します。

S
D
G
s

指
標

① 学校図書館の図書貸出冊数

単
位

新規 児童・生徒の読書環境の充実 感染対策

R
4

105

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

・児童・生徒への１人１冊配本事業
・学校図書館蔵書の充実
・学校司書の勤務時間数の増

同左 同左

20

R
5

110

R
6

115

② 児童・生徒の読書を全くしない割合 ％

31（R3全国学
力・学習状況調
査の小学校と中
学校の平均）

28 24

％

基
準
値

R2の貸出冊数
110,256冊を100

と換算 目
標
値
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分野 5 教育・文化

政策 1 教育

施
策
 
1
 
学
校
教
育

【　新規・拡充事業　】
新規 学校運営協議会制度事業 教育指導課

概
要

学校を地域住民や保護者などと目標やビジョンを共有し、一体となって子どもたちの成長を支えるコミュ
ニティ・スクールとするために、令和４年度から市内小・中学校１５校に学校運営協議会を設置します。

S
D
G
s

4

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

市内小・中学校１５校において学校運営協議会を開
催

同左 同左

基準値の4％増基準値の2％増基準値
―（学校評価報
告の際の質問に

追加）
％児童・生徒が地域の行事に参加した割合①

拡充 学校情報配信システムの更新 教育総務課

R
6

目
標
値

R
4

R
5

指
標

単
位

基
準
値

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

新たな情報配信システムの運用 継続利用 同左

概
要

教職員及び保護者双方の事務連絡に係る負担を軽減するため、学校からの緊急時の情報発信や通知などを
保護者の携帯電話やパソコンに学校から一斉配信できる機能のほか、保護者から学校への欠席等の連絡が
可能なシステムを導入します。

S
D
G
s

R
6

95

【　主要継続事業　】
継続 学習用モバイルＷｉ-Ｆｉルーター貸出事業 教育総務課

保護者の登録率
目
標
値

R
4

95
R
5

95
指
標 ① 学校情報配信システムの登録率

単
位

％
基
準
値

指
標 ① モバイルＷｉ-Ｆｉルーター貸出の割合

単
位

％
基
準
値

2(R3)

概
要

ＧＩＧＡスクール構想の推進に向け、一人１台のタブレット端末を用いた、日常の家庭学習におけるオン
ライン教材の活用を図るとともに、学校の臨時休業時などにおける学びを保障するため、インターネット
環境が整っていない児童・生徒のご家庭にインターネット環境の整備をお願いするとともに、整備される
までの間、タブレット端末が利用できるように無償でのモバイルＷｉ-Ｆｉルーター貸出し事業を実施し
ます。

S
D
G
s

1
目
標
値

R
4

2
R
5

1.5
R
6
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分野 5 教育・文化

政策 1 教育

施
策
 
1
 
学
校
教
育

【　主要継続事業　】
継続 ＩＣＴ学習支援員派遣事業

① ＩＣＴ学習支援者数

概
要

児童・生徒１人１台端末の導入に伴うＩＣＴ機器に関するトラブル対応や、授業における端末の活用を支
援し、教員の負担軽減を図るとともに、児童・生徒の特性や習熟度に応じた学習が実施できる環境を整え
るため、専門知識を有するＩＣＴ学習支援員を配備します。

S
D
G
s

教育総務課

単
位

人
基
準
値

4 4
目
標
値

R
4

4
R
5

4
R
6

指
標
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分野 5 教育・文化

政策 1 教育

施
策
 
2
 
学
校
教
育
環
境

【　新規・拡充事業　】
新規 綾瀬市公立学校の通学区域及び適正規模の検討　

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

学校教育課

概
要

児童・生徒にとってより良い教育環境の確保を図るため、児童・生徒数の減少や施設の老朽化を踏まえ、
通学区域の見直しを含めた小・中学校の適正規模・適正配置について検討を行います。

S
D
G
s

4

綾瀬市公立学校通学区域検討委員会による適正規
模・適正配置の検討

― ―

指
標

①

新規 小・中学校体育館空調設備設置事業 教育総務課

―

②
綾瀬市公立学校通学区域検討委員会からの
意見書

回 ― 1 ― ―

目
標
値

R
4

6
R
5

―
R
6

綾瀬市公立学校通学区域検討委員会の開催
回数 単

位

回 基
準
値

令和4年度 令和5年度 令和6年度

中学校体育館空調設備設置工事の設計
小学校体育館空調設備設置工事の設計
中学校体育館空調設備設置工事

小学校空調設備設置工事（５校）

概
要

近年の猛暑に対し、児童・生徒の安全と快適な学習環境を確保するとともに、災害時の避難所としての利
用に備え、避難所の質の向上を図るため、小・中学校体育館に空調設備を設置します。

S
D
G
s

4

―

R
6

67

新規 綾瀬市教育史(平成史)編纂事業 教育研究所

―
目
標
値

R
4

0
R
5

33
指
標 ① 設置工事（R4～R7)の進捗率

単
位

％
基
準
値

事
業

内
容

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

教育史(平成史)の編集・刊行 ― ―

概
要

今後の本市の教育の充実・発展に資するため、平成の教育史の編集と刊行を行います。

S
D
G
s

4

R
6

―80(R3)
目
標
値

R
4

100
R
5

―
指
標 ① 綾瀬市教育史(平成史)編纂の進捗率

単
位

％
基
準
値
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分野 5 教育・文化

政策 1 教育

施
策
 
2
 
学
校
教
育
環
境

【　新規・拡充事業　】
拡充 教育相談員（ＳＷ、ＳＳＷ）配置事業 感染対策

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

心理相談員とスクールソーシャルワーカーの配置日
数の増

継続配置 同左

教育研究所

概
要

子どもたちが抱える心理面や生活環境面での課題解決に向けて、臨床心理士等の資格を持つ相談員をス
クールカウンセラーとして全小学校に派遣するとともに、関係機関との連携の強化を図り、社会福祉に関
する専門的な知識や技術を有するスクールソーシャルワーカーを全小・中学校へ派遣します。

S
D
G
s

4

R
6

100

【　主要継続事業　】
継続 小学校長寿命化推進事業 教育総務課

95(R3)
目
標
値

R
4

100
R
5

100
指
標 ① 心理検査の実施件数

単
位

件
基
準
値

指
標 ①

学校施設再整備方針・長寿命化計画の短期
計画（R3～R7）に位置付けている改修工事
の実施率

単
位

％
基
準
値

―

概
要

児童にとってのより良い学習・生活環境の確保を図るため、効果的・効率的な建替えや改修に向け、学校
施設再整備方針・長寿命化計画の短期計画に位置付けている改修工事を実施します。

S
D
G
s

73

継続 中学校長寿命化推進事業 教育総務課

目
標
値

R
4

42
R
5

57
R
6

指
標 ①

学校施設再整備方針・長寿命化計画の短期
計画（R3～R7）に位置付けている改修工事
の実施率

単
位

％
基
準
値

―

概
要

生徒にとってのより良い学習・生活環境の確保を図るため、効果的・効率的な建替えや改修に向け、学校
施設再整備方針・長寿命化計画の短期計画に位置付けている改修工事を実施します。

S
D
G
s

85
目
標
値

R
4

21
R
5

50
R
6
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分野 5 教育・文化

政策 2 生涯学習

施
策
 
1
 
生
涯
学
習

【　新規・拡充事業　】
新規 地域学校協働活動推進員の配置 戦略-育3 生涯学習課

概
要

地域全体で子どもたちの学びや成長を支え、学校を核とした地域づくりを図るため、地域学校協働活動の
推進に向け、各小中学校に地域学校協働活動推進員を配置します。

S
D
G
s

単
位

基
準
値

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

・学校運営協議会への参加
・地域学校協働活動の推進に向けた活動の実施

同左 同左

【　主要継続事業　】
継続 家庭教育の推進

R
6

目
標
値

R
4

R
5

指
標

生涯学習課

443―回
地域学校協働活動推進員の人材育成（講座
の開催回数）①

概
要

家庭教育の推進を図るため、地域家庭教育講座を実施し、子どもの保護者に対する学習機会の提供を行い
ます。

S
D
G
s

R
6

4640
目
標
値

R
4

42
R
5

44
指
標 ① 地域家庭教育講座への平均参加人数

単
位

人
基
準
値
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分野 5 教育・文化

政策 2 生涯学習

施
策
 
2
 
文
化
・
芸
術

【　主要継続事業　】
継続 あやせ文化芸術祭 生涯学習課

概
要

出品・出演者の高齢化が進む中、より幅広い世代の方々や外国にルーツを持つ方が優れた文化・芸術に触
れる機会を創出するとともに、自主活動の成果を発表する場を提供するため、絵画・書道・音楽・舞台・
伝統芸能・華道・展示・写真・菊花・陶芸・芸術の部門から成る文化芸術祭を開催します。

S
D
G
s

指
標 ①

指
標 ①

あやせ文化芸術祭に出品・出演した参加者
の数の内、60歳未満の世代及び外国人市民
の占める割合

単
位

％
基
準
値

30（R元年）
目
標
値

R
4

33
R
5

34
R
6

35

継続 小学校への音楽アウトリーチ事業 生涯学習課

参加した児童の満足度(大変良いと良いが占
める割合）

単
位

％
基
準
値

80（R元年）

概
要

幼少期から優れた文化芸術を鑑賞する機会を提供し、児童の感性を育て創造力を育むため、小学校１０校
において、綾瀬市にゆかりのあるプロの音楽家による質の高い音楽を主体とした出張演奏を実施します。

S
D
G
s

84
目
標
値

R
4

82
R
5

83
R
6
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12

R
6

13

分野 5 教育・文化

政策 2 生涯学習

施
策
 
3
 
文
化
財
の
保
護
活
用

【　主要継続事業　】
継続 目久尻川文化ゾーン構想の推進 戦略-育5 生涯学習課

② 文化財等説明版の新規設置個所数

目久尻川文化ゾーン構想推進協議会への寺
社等団体の参画数

単
位

団体
基
準
値

10(R3)
目
標
値

R
4

11

R
5

箇所 2(R3) 2 2 2

③ 自主事業実施団体数 団体 1(R3) 1 1 1

概
要

郷土愛の醸成と地域住民が誇ることができる郷土づくりを進め、地域の活性化と交流促進につなげるた
め、目久尻川流域の歴史文化や自然あふれる原風景などの資源を最大限に生かした事業を展開します。

S
D
G
s

指
標

①
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公園愛護会普及率① ％ 37.1(R2) 37.9 38.6 39.4

市民参画による緑化活動及び維持管理の推進　

11

分野 6 環境

政策 1 自然環境

施
策
 
1
 
み
ど
り
の
保
全

【　主要継続事業　】
継続 みどり公園課

指
標

概
要

市民の緑化意識の高揚に向け、市が管理する公園、緑道及び緑地の美化及び施設の保全のための維持管理
活動を公園愛護会と一体で行います。 13

S
D
G
s

R
6

単
位

基
準
値

目
標
値

R
4
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令和4年度 令和5年度 令和6年度

電気自動車の購入 電気自動車の効果的な運用 電気自動車の購入

事
業

内
容

件 2

施
策
 
2
 
環
境
負
荷
の
低
減

指
標 ① 市役所で管理する電気自動車の所有台数

単
位

4

新規 電気自動車の購入

公共施設等への太陽光発電設備の導入調査

目
標
値

台
基
準
値

1(R3)
目
標
値

R
4

2
R
5

2

概
要

分野 6 環境

政策 1 自然環境

【　新規・拡充事業　】

新規 下水道課

R
6

R
6

新規

概
要

公共用水域の水質汚濁及び生活環境の悪化防止を図るため、下水道事業計画区域外における単独浄化槽の
所有者に対し、合併浄化槽への転換に係る費用の一部を助成します。

S
D
G
s

6

同左 同左

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

補助対象案件に対する補助交付

事
業

内
容

令和4年度

概
要

再生可能エネルギーの活用により、温室効果ガスをより一層削減するため、公共施設等への太陽光発電設
備の導入に向けた調査を実施します。

S
D
G
s

令和6年度令和5年度

導入計画の策定 再エネ設備導入工事（予定）

指
標 ①

設置可能な公共施設等への太陽光発電設備
設置の進捗

単
位

―
基
準
値

―
目
標
値

太陽光発電設備
の導入調査

R
5

導入計画の策定
R
6

再エネ設備導入
工事

R
4

R
5

2
指
標

市の事務事業において排出される温室効果ガスの一層の削減を図るため、公用自動車の入れ替えにあた
り、環境性能に優れた電気自動車を購入します。

S
D
G
s

環境保全課

R
4

2

公共施設等への太陽光発電設備の導入調査 戦略-支5

補助金交付件数
（基準値は周辺自治体の実績より算出）

単
位

基
準
値

①

合併浄化槽整備補助事業　　　（再掲）

公共資産課

2
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政策 1 自然環境

概
要

地球温暖化対策への取組みとして、太陽光発電設備、家庭用燃料電池や蓄電池などの創エネルギー・蓄エ
ネルギー設備の設置を推進するため、設備の導入者に対して費用の一部を助成します。

S
D
G
s

【　主要継続事業　】
継続

分野 6 環境

① 件

kg-CO₂

太陽光発電補助実施件数

②

41(R2) 50 55 60

太陽光発電設備設置による二酸化炭素排出
削減量

R
6

施
策
 
2
 
環
境
負
荷
の
低
減

2,856,670(R2)

R
5

太陽光発電等補助制度の実施　　　

基
準
値 2,907,680

環境保全課

指
標

3,012,220

① ％
単
位

基
準
値

―設置工事進捗率

R
4 2,980,000

指
標

単
位

綾瀬終末処理場消化槽設置に伴う汚泥減量化と消化ガス発電事業　　（再掲）

概
要

汚泥の減量化及び消化ガスの売却により汚泥処分費を削減するとともに、汚泥の減量化及び消化ガス発電
による温室効果ガスの削減を図るため、綾瀬終末処理場へ汚泥消化施設等を整備します。

S
D
G
s

目
標
値

R
4

R
5

3.0(R3) 20.1 100

下水道課

目
標
値

R
6

継続
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【　主要継続事業　】

概
要

人に危害を及ぼす恐れのあるスズメバチの刺傷被害を未然に防止するため、スズメバチの巣の駆除に要し
た費用の一部を助成します。

66
目
標
値

R
4

66
R
5

66
R
6

件
基
準
値

66（R2）

環境保全課

S
D
G
s

概
要

きれいで暮らしやすいまちづくりを推進するため、不法投棄対策への取組みとして美化キャンペーンを実
施します。

S
D
G
s

指
標 ① 美化キャンペーンの実施回数

単
位

回
基
準
値

1（R1）
目
標
値

継続 美化キャンペーン

健康づくり推進課

1
R
5

1
R
6

R
4

1

指
標 ① 補助金の交付件数

単
位

継続 そ族昆虫駆除事業の補助

分野 6 環境

政策 2 生活環境

施
策
 
1
 
生
活
環
境
の
保
全

69



7

可燃ごみ収集等効率化事業（草木等の資源化による可燃ごみの減量化）

分野 6 環境

政策 2 生活環境

【　新規・拡充事業　】施
策
 
2
　
資
源
の
利
活
用

新規 リサイクルプラザ

概
要

資源ごみの分別の意識徹底及び可燃ごみの減量化を図るため、家庭系可燃ごみに混入する再生可能な紙類
(雑がみ)の分別の啓発メッセージを掲載した紙袋(雑がみを捨てる際に使用可能)を、各世帯に一定期間配
布します。

S
D
G
s

R
4

年間1,000
R
5

年間1,000
R
6

年間1,000

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

・草木等の別回収及び資源化
・タブレット端末を活用した、収集コースの最適化
や草木等の効率的な回収に向けたシステム構築

・草木等の別回収及び資源化
・収集コース最適化・回収業務効率化等による作業
員等の適正配置

同左

指
標 ①

草木等の回収量（可燃ごみと区分して回収
されたのち、資源化される量）

単
位

トン
基
準
値

参考値1,000
（他市実績より

算出）

目
標
値

基
準
値

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

ＰＲ用分別袋を全世帯へ配布 令和4年度の実施結果検証 ―

R
6

基準値＋300463(R2)
目
標
値

R
4

基準値＋200
R
5

基準値＋250
指
標 ① 雑がみの資源回収量の増加量 トン

新規 リサイクルプラザ

概
要

家庭系可燃ごみの減量化と資源循環の促進を図るため、ＧＰＳ付きタブレット端末を収集車に搭載し、車
の位置情報や収集状況をリアルタイムで管理することで、可燃ごみ収集所に出される草や枝類の効率的な
回収と資源化を行います。

S
D
G
s

可燃ごみ混入雑がみ等分別袋配布事業

単
位
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分野 6 環境

政策 2 生活環境

目
標
値

S
D
G
s

ＳＤＧｓを推進するため、リサイクルプラザに設置してある大型生ごみ処理機を活用した未利用食料品類
の堆肥化を実施し、食品ロスを削減します。

施
策
 
2
　
資
源
の
利
活
用

【　主要継続事業　】
継続 粗大ごみの減量化、資源化事業

概
要

３Ｒの普及啓発を行い、粗大ごみの減量化及び資源化を図るため、ツカエルフェア期間中に行っていたリ
ユース品の販売をリサイクルプラザでの常時販売に変更し、売れ残った家具類を、民間のリサイクル
ショップにおいて販売することでリユースを推進します。

S
D
G
s

指
標 ① 粗大ごみの減量化（資源化）

単
位

トン
基
準
値

490（R2実績）
高座搬入量

R
4

480
（△10トン）

R
5

470
（△20トン）

R
6

460
（△30トン）

リサイクルプラザ

継続 食品ロスの削減 リサイクルプラザ

概
要

指
標 ① 未利用食料品類の減量化（資源化）

単
位

トン
基
準
値

700（R2実績）
組成分析結果

目
標
値

R
4

660
△40トン

（△5.7%）

R
5

655
△45トン

（△6.4%）

R
6

650
△50トン

（△7.1%）
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市民活動・地域活動が活発に行われる環境を整備し、市民活動団体に対し情報提供や研修、団体運営の活
動相談などの支援を行うため、市民活動センターあやせを設置、運営します。

S
D
G
s

R
6

【その他戦略プロジェクト構成事業一覧】
・市民協働事業　                              戦略-育3
・自治会ホームページ作成経費に対する補助事業　戦略-育3

市民活動センターあやせ登録団体数

人

概
要

指
標 団体

4,959（R2） 6,500 8,000 9,500

155(R2) 158 161 164

単
位

R
5

戦略-育3

① 市民活動センターあやせ年間利用者数

②

市民活動センターあやせ 市民活動推進課継続

目
標
値

概
要

人と人との交流機会の創出、地域への愛着醸成を目指すため、会場を変更しリニューアルしたあやせ大納
涼祭を開催します。これまで同日開催をしていた商工会青年部花火大会の同規模開催が困難となります
が、更なる地域コミュニティの活性化を目指し、体験コーナーや市民団体ＰＲブースの設置をするなど、
内容の充実を図ります。

・補助金の交付
・イベントの準備、開催

同左

指
標

R
4

S
D
G
s

10,000
R
5

単
位

指
標 ①

R
4

基
準
値

目
標
値

R
6

14,00023,000(R1)

きらめき補助金交付団体の活動継続率 ％
基
準
値

市民活動応援補助金（きらめき補助金）

71
R
5

72

12,000

【　主要継続事業　】
継続 戦略-育3

目
標
値

R
4

R
6

73

市民活動推進課

概
要

市民活動団体の育成及び市民活動の活性化を図るため、地域社会に有益で公共性の高い事業を実施する団
体に対し、事業にかかる費用の一部を助成します。

S
D
G
s

分野 7 自治・行政

政策 1 コミュニティ

【　新規・拡充事業　】施
策
 
1
　
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
づ
く
り

拡充 あやせ大納涼祭 戦略-育3

① あやせ大納涼祭への来場者数
単
位

人
基
準
値

事
業

内
容

令和4年度 令和5年度 令和6年度

市民活動推進課

同左

70（R3）
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120
指
標 ①

一元的窓口の利用により必要な情報や支援
を得ることができた外国人市民数（年間）

単
位

件
基
準
値

令和6年度

R
6

144
53（R2行政通訳
員通訳実績）

目
標
値

R
4

89
R
5

事
業

内
容

分野 7 自治・行政

政策 1 コミュニティ

同左 同左

令和5年度

転入や市内転居時の手続きで来庁する外国人市民
（約６００世帯）に対し、多言語版生活ガイドブッ
クを配付

S
D
G
s

R
6

600―
目
標
値

外国人市民のための一元的情報提供・相談窓口の設置

R
4

600
R
5

概
要

【　新規・拡充事業　】
新規

令和4年度

外国人市民ウェルカムパックの配付 戦略-育2

事
業

内
容

令和4年度

市民活動推進課

外国人市民と日本人市民が地域の一員として共に安心・快適に暮らせる環境を整えていくため、日本や綾
瀬市での生活ルールや暮らしの情報を多言語に翻訳した生活ガイドブック「あやせウェルカムパック」を
配付します。

令和5年度

・行政通訳員の配置
・テレビ通訳・機械翻訳システムの配備
・外国人市民専用ダイヤルの設置
・行政情報の多言語化
・多文化共生に関する情報提供・相談支援

施
策
 
2
 
多
文
化
共
生

同左 同左

多言語版生活ガイドブック配付数（年間）
単
位

世帯
基
準
値

600
指
標 ①

言葉の壁による情報格差を解消し、外国人市民の生活の自立支援を行うため、一元的な情報提供・相談窓
口を設置します。

S
D
G
s

戦略-育2 市民活動推進課拡充

概
要

令和6年度
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概
要

指
標 ①

日本語教室に参加する学習者数（延べ人
数）

単
位

人

【　主要継続事業　】
戦略-育2

1,875
R
5

R
4

2,055

政策 1 コミュニティ

日本語等の学習支援

外国人市民が地域コミュニティの一員として自立し、共に安心・快適に暮らしていくため、生活に最低限
必要な日本語や日本社会に関する学習及び日本人市民との交流の場である市民ボランティアによる日本語
教室の運営を支援します。

指
標

フェスティバル参加により、交流を図るこ
とのできた外国人市民数

継続

1,965
R
6

基
準
値

1,785（R2）
目
標
値

市民活動推進課

施
策
 
2
 
多
文
化
共
生 戦略-育2

基
準
値

950
R
6

1,000

S
D
G
s

目
標
値

R
4

900

分野 7 自治・行政

R
5

概
要

市内に居住する外国人市民と日本人市民との文化・生活習慣などの相互理解及び交流促進のため、あやせ
国際フェスティバルを開催します。

S
D
G
s

市民活動推進課

800（H30)

継続 あやせ国際フェスティバル

単
位

人①
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S
D
G
s

指
標 ① コンクールの応募件数

単
位

人
基
準
値

指
標

① 応募件数（作文） 50単
位

20（R1）

S
D
G
s

継続

概
要

誰もが個性や能力に応じて活躍できる男女共同参画社会の実現に向け、市民の理解と関心を深めるため、
標語コンクールを実施します。

分野 7 自治・行政

政策 2 人権・平和

点 基
準
値

目
標
値5（R1）

施
策
 
1
 
人
権
擁
護

12
R
6

14

② 応募件数（ポスター） 点

目
標
値

R
4

10
R
5

男女共同参画標語コンクール

3（R3）

R
4

30 R
5

40

市民課

概
要

20

市民活動推進課

【　主要継続事業　】

人権作文・ポスターコンクール

人権意識の啓発を図るため、市内の中学生を対象に、人権作文・ポスターコンクールを実施します。

10 15

継続

R
6
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基
準
値

R
4

人

市民課

250
指
標

政策 2 人権・平和

施
策
 
2
 
平
和
活
動

【　主要継続事業　】
継続 平和展

概
要

平和への意識の高揚に向け、戦争の悲惨さや平和の尊さを伝えるため、戦争（原爆）被害の実相写真パネ
ルや、戦時中の品々の展示や記録映像などを展示する、平和展を開催します。

分野 7 自治・行政

R
5

R
6

270210（R3）
目
標
値

S
D
G
s

① 来場者数
単
位

230
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10

5―
目
標
値

評価に基づき見直された事業数

既存計画・事業の見直しや新規事業の検討など、次
年度の予算編成に活用

同左

R
5

調査票の回収率

令和4年度 令和5年度

市政運営に対する市民意識の変化を的確に捉え、効率的で良質な行政サービスの継続的な提供に繋げるた
め、１８歳以上の３，０００人の市民を対象に、納得度調査を実施します。

①

％
指
標 ①

指
標

事
業

内
容

R
4

5 5事業
基
準
値

令和6年度

・調査実施（郵送、ＷＥＢ）
・報告書の発行

29(H29)
目
標
値

戦略プロジェクト及び関連事業の進捗管理・効果検証を適切に実施するため、庁内評価(一次評価)を踏ま
えた「総合計画２０３０効果検証委員会(仮称)」による二次評価を行います。

S
D
G
s

企画課

政策 3 行政経営

【　新規・拡充事業　】
新規 総合計画２０３０の効果検証

R
4

施
策
 
1
 
効
果
的
・
効
率
的
な
行
財
政
経
営

R
5

―
基
準
値

R
6

―

概
要

審議会において二次評価の実施 同左

令和5年度 令和6年度
事
業

内
容

令和4年度

同左

単
位

概
要

S
D
G
s

60
単
位

R
6

分野 7 自治・行政

新規 綾瀬市市民納得度調査 企画課

戦略-全て
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音声認識ＡＩソフト、オンライン手続きガイド、Ａ
Ｉ－ＯＣＲ、ＲＰＡの運用

① 同機を利用した封入封かん枚数

概
要

指
標

分野 7 自治・行政

政策 3 行政経営

施
策
 
1
 
効
果
的
・
効
率
的
な
行
財
政
経
営

94

文字起こし作業時間の削減率

新規 スマート自治体推進事業　　 情報システム課、収納課、市民課

同左

R
6時間

234時間
（R3見込み）

94 94

同左

指
標

① 62

②

72,441(R3)
（導入前の作業

量）
60,367(6月導入)

― 目
標
値

令和4年度

S
D
G
s

令和4年度 令和5年度 令和6年度

スマート自治体の推進に向け、市民の利便性と職員の生産性の向上を図るため、ＡＩやＲＰＡ等のデジタ
ル技術を効果的に活用し、行政サービスの更なる向上につなげてまいります。

72,441 76,063

令和6年度

運用範囲の拡大 同左

事
業

内
容

枚

単
位

％ 基
準
値

② 同機を利用した郵便通数

R
5

R
6

8

180,000(R2)
（導入前の作業

量）

単
位

ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡを導入した収納課の
定型業務の処理時間

文書法務課

基
準
値

目
標
値

S
D
G
s

180,000
 150,000
(6月導入)

180,000

R
4

封入封かん機・郵便料金計器の導入及び運用

R
4

事
業

内
容

令和5年度

枚

現在職員が手作業で行っている業務の一部を機械化することで人的ミスを減らし、また、職員が他の業務
に専念できるようになることで、市民サービスの更なる向上を図るため、封入封かん機や郵便料金計器を
導入します。

新規

【　新規・拡充事業　】

業務効率化の取組み 感染対策

概
要

62
R
5

62
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政策 3 行政経営

【　主要継続事業　】

R
5

80

施
策
 
1
 
効
果
的
・
効
率
的
な
行
財
政
経
営

70
R
4

90

S
D
G
s

分野 7 自治・行政

概
要

行政情報の電子的管理を推進し、行政機能の維持・強化を図るため、行政文書管理システムの活用によ
り、紙ベースで行っている決裁をデジタル化します。

指
標

継続 行政文書管理システムの運用 

① 0（R3）

文書法務課

R
6

目
標
値

行政文書管理システムの運用に伴う電子化
割合

単
位

％
基
準
値

79



施
策
 
2
　
 
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン

370
目
標
値

地域の活性化に向け、市の魅力及び知名度の向上を図るため、東名高速道路にかかる市道橋の欄干に設置
した「シティプロモーション横断幕」の維持点検及び横断幕の外部周知を行います。

【　主要継続事業　】
継続

400430457(R3)

分野 7 自治・行政

政策 3 行政経営

S
D
G
s

指
標

秘書広報課東名高速道路シティプロモーション横断幕

位
基
準
値

R
5

概
要

単
位①

民間調査機関による自治体認知度ランキン
グ

R
4

R
6
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採用試験のリニューアル 　　　　継続

400
R
5

400

【　主要継続事業　】

テストセンター方式導入による受験者数
（一般行政）

感染対策

分野 7 自治・行政

単
位

綾瀬市で活躍できる有為な人材の獲得に向け、受験者数の増加を図るため、全国各地のテストセンター
（民間パソコン教室など）において、受験者の都合の良い日程・会場で、筆記試験を受験できるよう、採
用試験のリニューアルを行います。※令和４年度以降は、複数回実施する予定です。また、採用担当職員
に対し、面接官の面接スキルの向上を図る研修を行います。

指
標 ①

基
準
値

S
D
G
s

R
4

概
要

施
策
 
3
 
人
材
育
成
・
研
修

目
標
値

R
6

400186/1回（R3）

政策 3 行政経営

人

職員課
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・建替え工事基本実施設計
・園舎解体工事設計
・地質調査

・仮設園舎賃貸借

―
指
標

％

令和6年度

―
基
準
値

R
5

7.3

S
D
G
s

① 事業の進捗率

児童発達支援センター機能の充実を図るため、障がい特性に応じた療育支援体制を整備するとともに、必
要な設備を備えた適切な規模の施設へ建替えます。

戦略-支5

25.0
R
5

もみの木園建替え事業　

％

R
6

基
準
値

事
業

内
容

概
要

単
位

令和4年度 令和5年度

単
位

6.3
指
標

目
標
値

R
4

29.7

新規 障がい福祉課・公共資産課

R
4

7.3

事
業

内
容

・建替え工事（令和６年度・令和７年度）
・園舎解体工事

R
6

① 事業進捗率 6.3

政策 3 行政経営

施
策
 
4
 
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

戦略-支5

目
標
値

公共資産課

市民の利便性・利用率の向上及び施設総量の削減と効率的な維持管理のため、北の台地区センターを解体
し、北の台地区センター跡地に北の台地区センターと蓼川自治会館を複合したコミュニティ供用施設を建
設します。

蓼川地区公共施設再編事業　

・地質調査
・設計（解体・基本設計・実施設計）
・地元調整

・関係機関調整
・地元調整

・家屋調査
・北の台地区センター解体工事
・複合施設新築工事（令和６年度・令和７年
度）

分野 7 自治・行政

概
要

新規
S
D
G
s

令和4年度

【　新規・拡充事業　】

令和5年度 令和6年度

82



政策 3 行政経営

第1期工事エリア（旧消防本部エリア）工事着手
第1期工事エリア（旧消防本部エリア）竣工、商
業施設オープン

指
標 ①

①

概
要

生涯学習課、高齢介護課、公共資産課

％ ―

33.2

施
策
 
4
 
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

―

令和6年度

指
標

基金への積立率

施設基本構成の決定
指定管理の選定

【　主要継続事業　】

【　新規・拡充事業　】

新規

％

― 100

新規 市役所周辺中心市街地土地活用事業　 戦略-稼5 公共資産課　

概
要

市役所周辺中心市街地の魅力向上の取組みとして、旧消防本部エリア及び商業施設エリアへの商業施設の
誘致のため、公募によりプロポーザルを実施し、本市の特色を生かした魅力ある商業地域としての活用を
推進します。

S
D
G
s

在り方等方針の決定

市民文化センターの再編

令和4年度

S
D
G
s

―

戦略-稼5

利便性等の向上と新たな交流を生み出す仕組みづくりを図るため、図書館を中心とした施設の在り方を検
討するための市民参加型組織を立ち上げ、市民文化センターの再編を進めます。

26.5
単
位

戦略-稼5 公共資産課

① 在り方（方針）等の策定

市民の利便性・利用率の向上及び施設総量の削減と効率的な維持管理に資する公共施設マネジメント推進
の取組みとして、計画的な施設再編に向けた財源確保のため、公共施設等総合管理基金に積み立てを行い
ます。

令和5年度

19.8
R
5

分野 7 自治・行政

ＬＣＣの検証
受益者負担割合の見直し

継続

100

事
業

内
容

工事進捗率
単
位

％
基
準
値

① 6.4（R2）

―

令和4年度 令和5年度 令和6年度

・公募型プロポーザルの実施
・基本協定の締結

―

R
4

公共施設再編の推進

目
標
値

18.4

S
D
G
s

概
要

事
業

内
容

基
準
値

R
6

ＬＣＣ(ライフサイクルコスト)の検証 ％ ―

目
標
値

R
6

R
4

0
R
5

18.4

単
位

指
標

基
準
値

目
標
値

R
4

R
5

R
6
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概
要

デジタル技術を活用した、市民サービスの更なる向上に資する取り組みに繋げるため、職員の当事者意識
を醸成し、業務改革を実践できる人材を育成するための研修を実施します。また、庁内業務を可視化し、
継続的な業務改革の実施に繋げてまいります。

文字起こし作業時間の削減率

業務改革（ＢＰＲ）支援業務 

事
業

内
容

R
5

R
6件 ―

94

4 5

目
標
値

S
D
G
s

同左

令和4年度

令和6年度

概
要

令和4年度

・業務改革を促すための研修の実施
・業務改革の推進

スマート自治体の推進に向け、市民の利便性と職員の生産性の向上を図るため、ＡＩやＲＰＡ等のデジタ
ル技術を効果的に活用し、行政サービスの更なる向上につなげてまいります。

3

②
ＡＩ－ＯＣＲ、ＲＰＡを導入した収納課の
定型業務の処理時間

時間

R
5

62

令和5年度

単
位

100

令和5年度

・業務改革を促すための研修の実施
・業務量調査の実施による業務の可視化、分析
・業務効率化に必要なツールの検討

R
4

基
準
値

％

① 自治体ＤＸの組織内認知度

事
業

内
容

単
位デジタル技術の活用により見直した業務数②

基
準
値

指
標

目
標
値

R
4

94

％

62
R
6

62

94

同左

S
D
G
s

同左

100100

―

新規

指
標

①

政策 3 行政経営

分野 7 自治・行政

新規

施
策
 
5
　
I
C
T
の
利
活
用

情報システム課、収納課、市民課スマート自治体推進事業　（再掲）

―

企画課

【　新規・拡充事業　】

234
（R3見込み）

音声認識ＡＩソフト、オンライン手続きガイド、Ａ
Ｉ－ＯＣＲ、ＲＰＡの運用

令和6年度

84



指
標

公共資産課

Ｗｉ－Ｆｉサービスの運用

単
位

目
標
値

令和4年度 令和5年度 令和6年度

【　新規・拡充事業　】

時間

① ％

新規

45地区センターなど自由学習室の利用率 40

分野 7 自治・行政

政策 3 行政経営

基
準
値

単
位

議会運営や庁内業務の効率化、ペーパーレス化の推進を図るため、本会議や庁議などにおいて、タブレッ
ト会議システムを活用します。

R
5

80
R
6

90

52,210

情報システム課・議会事務局

S
D
G
s

公共施設Ｗｉ－Ｆｉ環境整備

行政文書管理システムの運用に伴う電子化
割合

単
位

％
基
準
値

0（R3）
目
標
値

R
4

12 12

・整備工事
・Ｗｉ－Ｆｉサービスの運用

6(R3)

390 390

概
要

行政情報の電子的管理を推進し、行政機能の維持・強化を図るため、行政文書管理システムの活用によ
り、紙ベースで行っている決裁をデジタル化します。

S
D
G
s

52,210

タブレット会議システムの活用    

市民生活の利便性向上に向け、携行するモバイル端末がインターネットにつながる拠点を構築し、市民を
はじめ、本市に関わる全ての方がインターネットを利用した情報の収集、発信及び交換が手軽に行えるよ
うにするため、市役所、保健福祉プラザ、児童館、各地区センターなど全４４施設へＷｉ－Ｆｉ環境を整
備します。

R
4

③

指
標

施
策
 
5
　
I
C
T
の
利
活
用

指
標

30(R3)

行政文書管理システムの運用 （再掲）継続

感染対策

事
業

内
容

作業短縮時間数

S
D
G
s

R
5

タブレットを使用した市議会での会議数 回

① 70

概
要

R
4

35
R
5

48,410（R2）

同左

文書法務課

R
6

基
準
値

12

目
標
値

R
6

390（R2） 390

52,210

概
要

【　主要継続事業　】
継続

枚① 紙削減量

②
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